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【研究要旨】 
本研究では、自治体における特定妊婦に対する支援の現状を把握し、その結果をもとに福祉・

保健・医療が共通で活用することができるアセスメントツール及び支援プログラムを作成し、特
定妊婦に対する支援を均てん化することを目的とした。 

令和２年度は特定妊婦のケアの中でメンタルヘルスケアに留意し、自殺念慮があるなど強い精
神的不調のある妊産婦に対するケアを行うことで産婦自殺や母子心中を防止する地域母子保健シ
ステムについての介入プログラムを作成し、その効果を検証した。長野市の母子保健事業として
産婦自殺対策を行った。本プログラムが産後 3～4 か月の地域全体の母親の自殺念慮の改善し、
産婦自殺予防対策の有効性が明らかとなった。また、産後 3～4 か月の地域全体の母親のメンタ
ルヘルスを向上させる効果に加え、その効果は産後 7～8 か月まで持続する効果も示された。令
和３年度は特定妊婦に対する支援のためのアセスメントシートを作成し、自治体での実装のため
のプロトコールを作成した。令和４年度にこの特定妊婦支援のアセスメントシートについての実
証研究を行った。保健師に対して、系統的心理社会的アセスメントとそれに基づくプラニングの
地域介入プログラムを実施した。このプログラムでは、ハイリスクアプローチの一環として、心
理社会的リスクが高いと考えられる妊産婦に対しては、アセスメントシート/プラニングのシー
トを用いて、支援を行った。さらに、この実証研究を行った。その結果、保健師が、系統的な心
理社会的アセスメントとそれにもとづいて、社会資源の導入のプラニングを効果的に立てられる
ようになったことが示唆された。さらに、アセスメントシートについての全国の保健センター保
健師を対象とした研修会を行い、均てん化を行った。

小児科医と自治体間の情報共有の実際と課題に関して包括的な評価を行った。2020 年度に愛知
県内の 5 つの自治体を訪問し、母子保健及び要対協担当者に半構造化されたインタビューを行な
った。2021 年度には小児科医との情報共有が不十分であった為に発生したことが推定される重篤
な児童虐待のケースに関して調査を行った。2022 年度は全国の救急専門病院を対象に「要保護児
童等に関する情報共有システム」の需要を調査し、また新しい情報共有システムの運用が開始さ
れた愛知県大府市内の 5 クリニックの医師に自治体との情報共有に関して構造化インタビューま
たは同内容の自記式質問紙調査を行った。小児科医と自治体の情報共有は重要であり、重篤な事
象の発生を予防できる可能性があると考えられた。また、自治体から小児科医への情報共有は、
公的機関に問い合わせが行いにくい休日夜間の救急外来などでその需要は高く、「要保護児童等
に関する情報共有システム」をどの様に利用するか検討が望ましいと考えられた。小児科医から
自治体への情報共有は新規開発されたアプリケーションによるフラグシステムを導入した場合に
円滑に行うことができることが実証された。 

特定妊婦を支援するためのガイドラインを作成するための基盤として、まず、東京かつしか赤
十字母子医療センター（当時葛飾赤十字産院）での特定妊婦（社会的ハイリスク妊娠）の傾向を
レビューし、その後、わが国で積極的に社会的ハイリスク妊婦の支援を行っている市区町村のア
セスメントツールを参考として、特定妊婦の主な要因についての特性についてレビューを行っ
た。最終的に、それらにあげられた要因をもった妊産婦への対応について日本産婦人科医会母子
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保健部のスタッフとともに文献的レビューを行った。最も問題となるのは、社会から完全に孤立
し、出産まで姿を見せない母親であると考えられた。彼女らにスムーズにアプローチする方法が
常に模索されてきており、いくつかの非営利団体がソーシャル メディアや直通電話回線を使用
するなど様々なアイデアを報告しているが、早期アプローチの手順の確立が最も求められてい
る。 
特定妊婦に対する多職種連携地域支援プログラムの社会実装をより広く着実に進めることで、妊

婦の自殺や０歳児の虐待死亡をゼロにしなければならない。把握や支援が難しい特定妊婦を対象
とする支援プログラムをどのような場、または状況で実施すべきか、特定の地域だけではなく全て
の地域で実施するための方法について検討することである。近年様々な改革が実施されている子
ども家庭福祉における社会的養育システム再構築の動きに合わせたプログラム普及の可能性につ
いて検討した。特定妊婦プログラムを実施しやすい場で実施することに留めず、一番必要とされ
ている場で実施しなければならないと考えられた。まずはそのような場にアプローチする方法を
検討し、妊娠届の提出につなげられることで、今後の法改正によりさらに発展が期待できる妊娠
届が提出された場合の支援にもつなげられる。現時点で最も手当てが遅れていると思われる妊娠
届未提出の妊婦のニーズに焦点を当てた体制づくりとそこでのプログラム開発・実施が必要とさ
れていると考えられた。 
本邦での児童虐待予防プログラムの作成・提案のために、特定妊婦など心理社会的リスクを持つ

妊産婦を対象とした児童虐待予防のための介入研究のシステマティック・レビューを行い、エビ
デンス総体を示す資料を作成した。本邦における児童虐待予防プログラムを作成する際は、心理
社会的リスクをもった妊産婦を対象に、(b)産前もしくは産後から、(d)看護師もしくは訓練を受
けた実務者により、(f)特定のプログラムに基づいて実施されることが望ましいと考えられる。ま
たレビューに含まれた研究の特徴からは、(a)少なくとも 6 か月間、(c)介入初期は 1-2 週間に 1
回の介入を、(e)家庭訪問の形で、実施されていることが多く、そのような形での介入の有効性が
示唆された。 
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Ａ．研究目的 

本研究では、自治体における特定妊婦に対する
支援の現状を把握し、その結果をもとに福祉・保
健・医療が共通で活用することができるアセスメ
ントツール及び支援プログラムを作成し、特定妊
婦に対する支援を均てん化することを目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
1. 心理社会的リスクのある妊産婦への支援プログ
ラムの開発と効果検証 

令和２年度は特定妊婦のケアの中でメンタルヘ
ルスケアに留意し、自殺念慮があるなど強い精神的
不調のある妊産婦に対するケアを行うことで産婦
自殺や母子心中を防止する地域母子保健システム
についての介入プログラムを作成し、その効果を検
証した。長野市の母子保健事業として産婦自殺対策
を行った。新生児訪問時に保健師がエジンバラ産後
うつ病自己評価票（EPDS）を使って心理状態を評
価し対応する際に、自殺念慮を反映するとされてい
るEPDSの項目10の結果にも留意し、面接やEPDS
の結果から自殺念慮があることが疑われた場合は
心理的危機介入を行った。その際に「TALKの原則」
という関わり方の手法（Tell（伝える）、Ask (尋ね
る）、Listen(聴く）、Keep safe 〈安全を確保する）〉
を用いた。また、心理社会的リスクのアセスメント
シートを作成し（資料1, 資料2）、介入の中で活用
した。さらに、多職種が連携し様々な社会資源の導
入しつつフォローアップするケース・マネジメント
を行った。 

特定妊婦に対する支援について、心理社会的ア
セスメント方法やそれに基づく支援方法は確立し
ていない。本人やその家族の心理社会面を系統的
にアセスメントし、それに基づく支援方法を考え
る必要がある。 

令和３年度は、そのようなアセスメントシート

を開発し、また、その社会実装の効果検証の研究プ
ロトコールを作成した。 

令和４年度はその実証研究を行った。支援プロ
グラムを実施する自治体は，長野県松本市，安曇野
市，山形村の健康福祉課である。これらの自治体に
おいて約 6 か月間（令和 4 年 9 月ー12 月）特定妊
婦アセスメントシートを用いた支援プログラム実
施前後に，実施状況・実施効果を示すと考えられる
数値として，以下を調査した。 

① 特定妊婦アセスメントシート利用実績 
② 支援プログラム実施前後での特定妊婦，要支

援妊婦，要支援産婦抽出数 
③ 支援プログラム実施前後での要支援児童・要

保護児童の報告数 
④ 精神科医療機関との連携数 
⑤ 子ども家庭総合支援拠点との連携数 

（1）自治体の担当者に 30～60 分程度の Zoom を
用いた半構造化面接を行い，実施プロセスやその
効果を明らかにした。 

インタビューガイドは，以下の通りである。 
① アセスメントシートをどのように使ったか 
② アセスメントシートが役だったと感じたこ

とは？ 
③ アセスメントシートの限界を感じたこと

は？ 
④ アセスメントシートの改善案は？ 
⑤ アセスメントシートを使う前と後で変化し

たと感じたことは？ 
（2）分析方法は修正版グランデッドセオリーを緩
用し，文字起こしされたデータを切片化，コード化
し，概念を形成していった。 

さらに、アセスメントシートについての全国の
保健センター保健師を対象とした研修会を行い、
均てん化を行った。 
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2. 特定妊婦に関する情報共有の実態調査 
小児科医と自治体間の情報共有の実際と課題に

関して包括的に評価した。 
2020 年度に愛知県内の 5 つの自治体を訪問し、

母子保健及び要対協担当者に半構造化されたイン
タビューを行なった。2021 年度には小児科医との
情報共有が不十分であった為に発生したことが推
定される重篤な児童虐待のケースに関して調査を
行った。2022 年度は全国の救急専門病院を対象に
「要保護児童等に関する情報共有システム」の需
要を調査し、また新しい情報共有システムの運用
が開始された愛知県大府市内の 5 クリニックの医
師に自治体との情報共有に関して構造化インタビ
ューまたは同内容の自記式質問紙調査を行った。 

 
3. 特定妊婦への支援の実際 ～産科医療機関と地

域との連携の取り組み～ 
深刻な社会問題を抱える特定妊婦を支援するた

めのガイドラインを作成するため、その基盤とし
て、東京かつしか赤十字母子医療センター（当時
葛飾赤十字産院）での特定妊婦（社会的ハイリス
ク妊娠）の傾向をレビューし、その後、わが国で
積極的に社会的ハイリスク妊婦の支援を行ってい
る市区町村のアセスメントツールを参考として、
特定妊婦の主な要因についての特性についてレビ
ューを行った。最終的に、それらにあげられた要
因をもった妊産婦への対応について日本産婦人科
医会母子保健部のスタッフとともに文献的レビュ
ーを行った。 
 
4. 特定妊婦に対する多職種連携地域支援プログ

ラムの社会実装に必要な子ども家庭福祉の観
点の検討 

特定妊婦に対する多職種連携地域支援プログラム
の社会実装をより広く着実に進めることで、妊婦の
自殺や０歳児の虐待死亡をゼロにしなければなら
ない。本研究の目的は、把握や支援が難しい特定妊
婦を対象とする支援プログラムをどのような場、ま
たは状況で実施すべきか、特定の地域だけではなく
全ての地域で実施するための方法について検討す
ることである。近年様々な改革が実施されている子
ども家庭福祉における社会的養育システム再構築
の動きに合わせたプログラム普及の可能性につい
て検討した。 

 
5. 児童虐待予防のための妊娠期からの支援プロ

グラムのシステマティック・レビュー 
本邦での児童虐待予防プログラムの作成・提案

のために、特定妊婦など心理社会的リスクを持つ
妊産婦を対象とした児童虐待予防のための介入研
究のシステマティック・レビューを行い、エビデン
ス総体を示す資料を作成することとした。 

系統的に文献検索を実施、得られた文献の特徴
を抽出し、主要評価項目である児童虐待に関連す
る報告件数と、副次評価項目である親の養育スト
レス指標や不適切な養育指標についてメタ解析と
エビデンスの確実性評価を行なった。 
 
Ｃ．研究結果    
1. 心理社会的リスクのある妊産婦への支援プログ
ラムの開発と効果検証 

3～4 か月児健診時に EPDS の項目 10 において、
介入群が対照群に比べ統計的に有意に点数が低か
った(p=0.014)。 7～8 か月児健診時の EPDS の項
目 10 の平均点は両群において統計的な有意差はな
かった。3～4 か月児健診時及び、7～8 か月児健診
時の EPDS 合計点はともに、介入群が対照群に比
べ統計的に有意に点数が低かった（それぞれ、
p<0.001; p=0.049）。このプログラムは、地域母子
保健の現場でポピュレーションアプローチとして
ルーチンに実施可能である。このプログラムのよ
うな産婦の自殺念慮についての早期発見・早期介
入及びケース・マネジメントを用いた介入手法が、
妊産婦自殺・母子心中対策として地域の母子保健
現場で行うことが望ましいと考えられた。 

特定妊婦のアセスメントシートに作成にあたり、
特定妊婦の心理社会的アセスメントとして、まず
リスク因子のチェック表で、本人のリスク因子を
系統的に捉えることとした。このチェック表は日
本周産期メンタルヘルス学会の診療ガイドにある
特定妊婦のチェック表を用いることとした。そし
て、リスク因子について、対応・評価シートに書き
込む。評価・対応シートは評価と対応が１対１対応
した。このシートで、特定妊婦とその家族の心理社
会面におけるリスク因子・保護因子を系統的に評
価し、それをもとに支援のプランニングを立てる。
あわせて、妊産婦が自殺念慮を認めたときの対応
についてのアセスメントシートも作成した。この
シートは、立花、小泉らが行った長野市における妊
産婦自殺防止対策の地域介入研究（Tachibana et al., 
2020）の成果をもとに作成している。 

このアセスメントシートを用いた実証研究を行
った。特定妊婦アセスメントシートを用いること
により，用いる前と比較して精神科連携数，子ども
家庭総合支援拠点連携数が統計的に有意に増加し
た。質的分析の結果，各自治体ではアセスメントシ
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ートを有効利用し，アセスメントや支援について
より包括的・多角的な視点を得ていたことが明ら
かになった。 
 
2. 特定妊婦に関する情報共有の実態調査 

各自治体内における情報共有方法は工夫がなさ
れていたが、個人間のコミュニケーションが重要
な役割を担っている自治体が多かった。小児科医
は小児科受診時の虐待等の早期発見等を行ってお
り、今後そのような役割の更なる拡充とより利便
性の高い情報共有方法が望まれていた。愛知県大
府市内の要対協データベースでは医療者と自治体
間の情報共有が十分であれば防ぎ得たと考えられ
る重篤な症例が過去５年間で２症例同定された。
救急専門施設への質問紙調査では調査依頼が可能
であった 550 施設のうち、171 の病院（31.1%）か
ら回答が得られ、「救急外来からの帰宅や、病棟か
らの退院の際、社会的ハイリスクであるかどうか
の情報の必要性を感じることはありますか？」の
質問には 141（82.5%）が「はい」と回答、そのう
ち 61 施設は情報共有が不十分なために生じた重篤
な事象が発生した子があると回答し、その頻度の
中央値は「1 年に１例程度」であった。 

 
3. 特定妊婦への支援の実際 ～産科医療機関と地

域との連携の取り組み～ 
特定妊婦の要因ごとの支援として、経済的な問

題を抱える母親、未婚の母親、若年妊娠、外国
人、周産期合併症、妊婦健診（外来受診）での要
因 
（未受診/妊娠中期以降の初診、なんとなく気にな
る）について文献レビューを行った。 
 
4. 特定妊婦に対する多職種連携地域支援プログ

ラムの社会実装に必要な子ども家庭福祉の観
点の検討 

2020 年度の研究を通して、特定妊婦支援プロ 
グラムの社会実装にあたっては、通常の母子保健
の場だけではなく、妊娠届出なしでも本人の希望
により始められる妊娠 SOS 相談の場を検討する
ことの有用性が示唆された。 

既存の施設が地域における実践を新たに担うた
めの多機能化や機能転換を検討することが増えて
きたが、新たな機能の１つとして妊娠SOS相談の実
施など特定妊婦支援を実施する施設も増え、効果も
確認されつつあることを確認した。これらの施設に
おいては、それぞれのこれまでの経験と実績から
「気づき・把握する」にとどまらず、その後の「つ

なぎ・支援する」を一体的に、または、地域ですで
に連携のある機関等との間で実施できる可能性が
示唆された。 

今後、国の審議会を経て、国において策定する
計画策定要領を踏まえて都道府県の策定する計画
において「妊娠葛藤相談窓口」の設置状況が評価
されることになれば、その実施主体として乳児院
や母子生活支援施設への期待はますます高まり、
施設多機能化と機能転換を計画している施設にと
っても地域における新しい役割を担うチャンスが
広がることになることが示唆された。 

 
5. 児童虐待予防のための妊娠期からの支援プロ

グラムのシステマティック・レビュー 
特定妊婦など心理社会的リスクを持つ妊産婦を

対象とした児童虐待予防のための介入により、統
計学的な有意差は得られなかったものの、Child 
Protection Service (CPS)の記録に基づいた児童虐
待に関連する報告や外傷報告件数が減少傾向とな
ることが示唆された。いずれも信頼区間の幅が広
く結果は不精確な可能性がある。今後新たな研究
の追加により効果が確認されるかもしれない。救
急受診件数に関しては、統計学的に有意な変化も
減少傾向も共に見出されなかった。 

また CPS records の介入者によるサブグループ
解析の結果より、サブグループ間での統計的な有
意差はないものの、看護師による介入は統計学的
な有意差を持って児童虐待に関連する報告数を減
少させることが示された。また介入形態によるサ
ブグループ解析の結果より、特定のプログラムに
基づいた支援は、統計学的な有意差を持って、児童
虐待に関連する報告数が減少することが示された。 
 
D. 考察 
1. 心理社会的リスクのある妊産婦への支援プログ
ラムの開発と効果検証 
産後3～4か月の地域全体の母親の自殺念慮の改善
し、産婦自殺・母子心中防止対策としての有効性が
明らかとなった。また、産後3～4か月の地域全体の
母親のメンタルヘルスを向上させる効果が示され、
その効果は産後7～8か月まで持続していた。 
 特定妊婦のアセスメントシートの実証研究によ
り、保健師が系統的な心理社会的アセスメントとそ
れにもとづいて、社会資源の導入のプラニングを効
果的に立てられるようになったことが示唆された。 
 
2. 特定妊婦に関する情報共有の実態調査 

小児科医と自治体の情報共有は重要であり、 
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重篤な事象の発生を予防できる可能性がある。自
治体から小児科医への情報共有は、公的機関に問
い合わせが行いにくい休日夜間の救急外来などで
その需要は高く、「要保護児童等に関する情報共
有システム」をどの様に利用するか検討が望まし
いと考えられた。小児科医から自治体への情報共
有は新規開発されたアプリケーションによるフラ
グシステムを導入した場合に円滑に行うことがで
きることが実証された。 

 
3. 特定妊婦への支援の実際 ～産科医療機関と地

域との連携の取り組み～ 
最も問題となるのは、社会から完全に孤立し、

出産まで姿を見せない母親である。彼女らにスム
ーズにアプローチする方法が常に模索されてきて
おり、いくつかの非営利団体がソーシャル メディ
アや直通電話回線を使用するなど様々なアイデア
を報告しているが、早期アプローチの手順の確立
が最も求められていると考えられた。 

 
4. 特定妊婦に対する多職種連携地域支援プログ

ラムの社会実装に必要な子ども家庭福祉の観
点の検討 

社会的養護の子どもの置かれた状況の改善が全
ての子どもや家族の状況の改善につながるように、
妊娠葛藤相談の女性と子ども（胎児）に合わせた新
しい支援体制づくりもより広範に成果をもたらし
うると考えられる。また、2022 年度以降予定され
ている都道府県の社会的養育推進計画に新たに
「支援を必要とする妊婦等の支援に向けた取組」
が追加され、その中で妊娠葛藤相談窓口の設置状
況が評価項目の１つとして挙げられることで把握
や支援が難しい特定妊婦を対象とする支援プログ
ラムを特定の地域だけではなく全ての地域で実施
することが可能となり、妊婦の自殺や０歳児の虐待
死亡をゼロの実現に近づくことができると考えら
れる。 

 
5. 児童虐待予防のための妊娠期からの支援プロ

グラムのシステマティック・レビュー 
本邦における児童虐待予防プログラムを作成す

る際は、心理社会的リスクをもった妊産婦を対象に、
(b)産前もしくは産後から、(d)看護師もしくは訓練
を受けた実務者により、(f)特定のプログラムに基
づいて実施されることが望ましいと考えられる。ま
たレビューに含まれた研究の特徴からは、(a)少な
くとも6か月間、(c)介入初期は1-2週間に1回の介入
を、(e)家庭訪問の形で、実施されていることが多く、

そのような形での介入の有効性が示唆された。 
 

Ｅ．結論 
母子保健関係者が特定妊婦の実態を把握した上で、 
本研究が開発したような系統的な心理社会的評価
とそれに基づく支援計画を立ててサポートを行う
ことで、多職種が連携してより有効な支援につなが
ると考えられる。 
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書房, 東京, pp.76-82 

19. 多門裕貴, 立花良之(2021)：周産期精神疾患. 
(国立成育医療研究センター 新産科実践ガイド, 
左合治彦編) 診断と治療社, 東京, pp.143-146 

20. 多門裕貴, 岸本真希子(2021)：神経発達症(発
達障害)を合併した又は合併が疑われる妊産婦の
対応. (精神疾患を合併した、或いは合併の可能性
のある妊産婦の診療ガイド：各論編) 日本精神神
経学会・日本産科婦人科学会 

21. 多門裕貴, 立花良之(2023)：【発達障害の支
援をつなぐ】【成人期の支援をつなぐ】発達障
害のある保護者の育児支援 . こころの科学 
(227) 76-80 

22. 多門裕貴, 立花良之(2023)：【第1章 妊娠・
授乳期に関する基礎知識の整理】3 妊娠・出産
による精神状態への影響とトータルケア. (向

精神薬と妊娠・授乳, 改訂3版, 伊藤真也・村島
温子・鈴木利人編) 南山堂, 東京 

23. 鈴木俊治．睡眠薬の適正使用．特有な患者
背景 妊娠・授乳期．薬事．63巻6号 Page1105-
1107(2021.05) 

24. 鈴木俊治，星真一．これからの産後ケア．周
産期医学．51巻4号 Page523-527(2021.04) 

25. 鈴木俊治．妊娠高血圧症候群・胎児発育不
全 保険のない外国籍の未受診妊婦への対応．
保険診療．77巻8号 Page78-80(2022.08) 

26. 鈴木俊治．成育基本法と妊産婦・子育て支
援 妊産婦のメンタルヘルス支援．周産期医学．
52巻11号 Page1515-1510-527(2022.11) 

27. 鈴木俊治．産後ケアと地域連携．精神科．41
巻5号 Page728-732(2022.11) 

28. 星真一, 相良洋子, 関沢明彦, 鈴木俊治, 前
田津紀夫, 木下勝之．わが国の妊産婦メンタル
ヘルスケア体制の現状 日本産婦人科医会の
アンケート．周産期医学52巻6号 Page805-
809(2022.06) 

29. 鈴木俊治．周産期メンタルヘルスのくすり．
産後・授乳期の服薬指導．ペリネイタルケア
2022夏季増刊 Page104-108(2022.06) 

30. 鈴木俊治．周産期メンタルヘルスコンセン
サスガイド．ペリネイタルケア2022夏季増刊 
Page67-72(2022.06) 

31. 鈴木俊治．妊産婦メンタルヘルスケアマニ
ュアル改訂版．ペリネイタルケア2022夏季増
刊 Page61-66(2022.06) 

 
診療ガイド 

1. 日本産科婦人科学会・日本精神神経学会（編） 
   精神疾患を合併した、或いは合併の可能性の

ある妊産婦の診療ガイド 
 総論編 4-1 自殺念慮のある妊産婦への対応 
     4-2 自殺念慮のある妊産婦への心理

的危機介入と評価をした後の対応は？ 
（立花が執筆担当） 
 各論編   13-1 アウトリーチ 
        13-2 精神科救急 
(立花、小泉が執筆担当) 
 
2. 日本産婦人科医会（編） 妊産婦メンタル

ヘルスケアマニュアル ～産後ケアへの切れ目
のない支援に向けて～ 改訂版 

   IV. 4. 多職種連携 
      V. 多職種連携の実際 3. 長野県（須坂

市・長野市）の取り組み 
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（立花が執筆担当） 
 

書籍 
1. 続 母親のメンタルヘルスサポートハンド

ブック 産婦自殺・母子心中をなくすための 
対応ガイド（医歯薬出版） 

 
２．学会 

1.令和２年度軽井沢フォーラム：医療連携の統
合を目指す医療政策研究フォーラム 2020 年 7
月 16 日 

立花良之，小泉典章，赤沼智香子，保科朋美，
大峽好美，津山美由紀，浅野章子，牧厚子：妊
娠期の切れ目ない支援についての多職種連携
地域母子保健システムの地域介入研究～須坂
トライアル～ 

2.第 36 回日本精神衛生学会 2020 年 11 月 8 日 
小泉典章：パネルディスカッション―「新型コ

ロナウイルス問題」がわたしたちの心にもた
らしていること 

3.第 1 回日本自殺総合対策学会大会 2021 年
3 月 2 日 

シンポジウム「新型コロナ感染症流行下の地
域自殺対策」 

小泉典章：長野モデルにおける産後うつ支援と
コロナ禍での母子支援活動 

4.杉浦至郎他. 特定妊婦に関する情報共有の実
態調査. 第 68 回日本小児保健協会学術集会 

5.秋津佐智恵他. 子どもの事故と不適切養育の
予防について. 日本子ども虐待防止学会第 27
回学術集会かながわ大会. 

6.杉浦至郎他. 第 34 回 日本小児科医会 総会フ

ォーラム in あいち（2023 年 6 月 24-25） 
7.杉浦至郎他. 第 82 回日本公衆衛生学会学術総

会で発表予定（2023 年 10 月 31 日～11 月 2
日） 

8. 鈴木俊治．私たちが知っておくべき精神疾患
合併症妊娠への考え方．第 117 回日本精神神
経学会学術集会．京都．2021 年 9 月 

 
Ｇ．知的所有権の取得状況 
 1. 特許取得 
 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
 なし 
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